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研究成果の概要（和文）：農地の集約化、大規模化による農業生産性の上昇を目指す農業政策と地域資源の管
理・保全を図る地域政策を統合させることができるどうか。この問いのもとで、都市周辺部の平坦の農村地域と
して三重県松阪市の機殿地区と阿坂地区を選び、地域活動や地域資源の管理について、アンケート調査とヒアリ
ング調査を実施した。１）農業政策では縦割り行政の構造が強く、他の政策との横の連携が弱いこと、２）地域
の共同活動は自治会（集落）を単位としており、住民協議会（コミュニティ組織）は、それとの連携・役割分担
が重要であること、３）社会関係資本として地域住民の交流、地域の信頼が生活満足度や定住意思に影響してい
ることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）： How can agriculture policy, aiming at the increase of agriculture 
productivity by farmland consolidation and intensification, and community policy, where local 
resources get managed and conserved, be integrated? Under such research question, I selected 
Hatadono district and Asaka district., Matsusaka city, Mie prefecture, as flat rural area in urban 
fringe, and conducted questionnaire research and interview research.  The fact findings are as 
follows. 1) In agriculture policy, vertical administrative structure is strong and horizontal 
association inside community is weak, 2) Since community activities are based on 'jichikai '(a 
smaller unit) in rural area, more precise distribution roles between 'jichikai' and community 
council is important in the terms of community governance. 3)Resident’s communication and trust in 
community as social capital affect on life satisfaction and settlement will.

研究分野：社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 現在、先進国の農業・農村は、高齢化、人
口流出・減少、農産物の過剰生産と価格低下
による離農・脱農化、耕作放棄地の増大など、
空洞化の問題を抱えている。しかし、農業は
食糧の供給の生産機能だけでなく、地域資源
の保全・管理をとおして、いわゆる多面的機
能（自然エネルギー、水の供給、生物の多様
性、農村景観、農村の伝統文化の継承など）
を果たしており、その空洞化で地域資源の維
持管理を誰が担うのかが問題になる。農業用
水などの地域資源は農家の共同活動によっ
て維持管理されていたが、農業への関心が弱
まり、非農家人口が増大すれば、地域資源の
維持管理ができなくなるからである。 
 このような状況で産業政策としては、農地
の流動化・集約化、大規模化による農業生産
性の上昇を目指す農業政策が推進されてい
るが、問題はこのような産業政策と、地域資
源の保全管理を図りコミュニティを維持す
る地域政策とは両立するのかである。生産力
が過剰になるポスト工業社会では、農業政策
と地域政策・環境政策をどのように統合する
のかが課題であり、その統合的農村開発を担
う組織としてコミュニティ組織に注目し、地
域資源の活用と管理や農村計画のあり方を
分析する。地域資源の持続的な維持管理では、
非農家や都市住民の関心を明らかにするこ
とが重要である。行政や外部の専門家が地域
資源の価値を認め資金を投じても、保全には
日常のモニタリングや維持管理など、地域住
民の協力が必要であり、住民の関心がなけれ
ば活動は持続しないからである。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、産業政策としての農業政
策だけでなく、農家と非農家の交流・コミュ
ニケーションを促す地域政策や生態系の保
全などの環境政策を推進することを統合的
農村開発としてとらえ、人口減少と分散的な
土地利用の転換が進む都市周辺部の農村地
域を中心に、地域資源の活用・保全や地域計
画の策定など、コミュニティ組織がはたす役
割を分析することである。 
 ここで、都市周辺部の平坦農業地域を中心
にしたのは、以下の理由により、土地の利用
と管理が重要になるからである。一般的に都
市周辺部の市街地調整地域は、住宅、公共施
設施設、商業施設、農地、ため池、水路、里
山など、都市的土地利用と農業的土地利用が
混在しており、農地転用の問題があり、開発
か保全かが争点になる。田や畑が多くを占め
るが、道路沿いには商業施設、住宅が立地し
たり、迷惑施設として、資材置き場、廃車置
き場になりやすく、外部不経済＝負の影響を
うけやすい。現在、人口減少のもとで、開発
圧力が減少しても、分散的な土地利用の転用
が激しく、耕作放棄や休耕地の増大が予想さ

れる。  
 ここでは、土地利用計画・規制により、都
市的土地利用との共存を図り、良好な住宅地、
景観を維持することが重要になる。周知のよ
うに、日本では、都市計画法、農地法・農振
法と個別法がばらばらに適用され、総合的な
土地利用計画はない。農振法や農地法は、農
業生産、農用地の保全を目的としており、「生
活空間、余暇空間、保全すべき自然空間等と
しての「農村」における土地利用の適正化の
ための法律としての性格は弱かった」（山田、
2006）。都市周辺部では、自然、田園風景、
町並みを保全しながら、質の高い都市環境を
確保することは困難であるが、先進的な自治
体では、さまざまな分散的な開発圧力から守
るために、この限界を補完するものとして、
独自のゾーン制度を設ける土地利用調整系
まちづくりが策定された（神戸市の自然共生
ゾーンの条例、真鶴町の美の条例など）。 
 しかし、土地の利用や管理の担い手の減少
し、都市周辺部で人口が減少しても分散的な
土地利用転換が進み、空き家、空き地、耕作
放棄地などの不作為の行為が増大するもと
では、個別法による開発行為の規制だけでは
限界があり、利用管理が必要になる（川上他、
2010）。開発行為の規制を強化しても、適切
に管理することはできないからである。農地
法は、農地の所有と利用に限定した法律で、
自然や田園風景の管理まで法的要件に入っ
ていないことから、農地の適正な利用と管理
を促すことはできない。所有者や利用者であ
る住民が利用管理では、中心となって、地域
の将来像を描き、その実現にむけて行動する
ことが必要になる。こうして、土地利用転換
の外圧と内圧のもとで、開発管理と利用管理
の二つの土地利用のマネジメントがなされ
ないと、自然や田園景観の悪化につながる。
問題は、私有地、共有地を含む地域資源を保
全するために、コミュニティで、開発管理と
利用管理を行うことできるかどうかである。 
 日本の農業の特質は、小規模灌漑による水
の確保と雑草と虫との戦いにある。農家が、
草刈りや用水路の掃除など設備を維持し、農
地を荒さないで、地域資源を維持保全してき
たのは、病害虫の発生を防いだり、用水の通
水を確保するためであり、最終的には品質の
いい農作物を育てるためであった。農業者が
地域資源の維持に関心をもったのは、持続的
な農業生産のためである。日本の農産物の価
格が高いのは、他国に比べて、農地の規模が
小さいだけでなく、その地域資源の保全コス
トが高いからである。価格支持政策で農産物
価格が高かった時には、その価格のなかに保
全管理のコストが含まれていたが、グローバ
ル化で農産物価格が低下すれば、農家が地域
資源を維持管理するインセンティブは弱ま
る。 
このような状況で、地域資源の維持管理の
インセンティブを高める一つの方法は、地域
ブランド化や高付加価値化で農産物価格を



高めることである。そのためには地域内外の
関係者の連携・ネットワーク化が必要になる。
維持管理のインセンティブを高めるもう一
つの方法は、共同の保全活動のコストの税金
による補填であり、多面的機能支払いとして
政策的に推進されている。とちらの方法であ
れ、地域資源の利用と保全において、地域の
つながりである社会関係資本やコミュニテ
ィ組織の果たす役割を分析することが本研
究の意義である。 
 混住化（非農家の増加）、兼業農家の増大、
経営格差の拡大など集落内部のメンバーの
異質性が高まり、集落での共同作業は困難に
なっており、どのようにコミュニティを再編
していくかが課題になる。何を共同化するの
か、どの範域で共同化するのかは、農業技術
の発展段階やメンバーのあり方によって変
化する。特に、大型の圃場整備、用水のパイ
プライン化、大型機械の導入により、農業の
大規模化、労働生産性の向上を図った地域で
は、他方で経営委託、脱農、離農化する土地
持ち非農家を増大させるので、経営格差の拡
大、階層化が生まれると予想されるが、その
ことがコミュニティのあり方にどのような
影響を及ぼすのか。 
 日本では、人口減少、過疎化のもとで、2000
年以降、自治体行政の「平成の大合併」が進
められ、行政と住民との距離が大きくなった
が、旧村、小学校区を単位に住民協議会など
の新しいコミュニティ組織が設立されてき
た。政治学者であるパットナムは、同じ政治
制度でも、コミュニティで社会関係資本＝信
頼や協力関係が構築されているかいなかで、
政策のパフォーマンスが地域によって異な
ってくることを指摘した（パットナム 
2001）。コミュニティ組織のあり方、社会関
係資本の蓄積のあり方が、農業の振興、地域
資源の維持管理、農業政策と地域・環境政策
の統合にどのように影響をするのかを明ら
かにすることが本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 
本研究では、調査フィールドとして、旧松
阪市における平坦地域の農業とコミュニテ
ィ組織を選定し、ヒアリング調査とアンケー
ト調査を実施した。その理由は以下の点にあ
る。 
 松阪市は、中心部は城下町、商人のまちと
して発展し、中心部の市街地を囲むように、
周辺部には現在でも田園地帯が広がってお
り、田園風景、川、歴史的町並みなどの地域
資源が存在している。その都市周辺部は都市
計画では市街化調整区域に線引きされると
同時に、農振法で農業振興興地域の農用地区
域に指定されている平坦地域が多く占めて
いる。そこでは人口減少や農業の衰退のもと
で地域資源を保全するのか、農業振興や地域
開発をどのように進めるかが課題になって
いる。北東部の周辺部の農村地帯は、一級河

川である櫛田川の下流部にあり、農業用水は
そこから水を引き、農業が発達した地域で、
大型の圃場整備を行い、同時に集落営農を始
めた地区（漕代地区、機殿地区）がある。農
地の区画も１ha と大きく、大型機械も導入さ
れ、用水もパイプライン化した。集落営農組
織で農地の貸借を調整し、農作業、農地は担
い手オペレータに委託されている。委託のあ
り方も、部分的な作業の委託から全面的な経
営委託へ移行している。それに対して、北西
部の周辺部の農村地帯は、中型の圃場整備が
行われ、用水路も開水路が多く、農地の平均
面積も北東部に比べて小さい。 
 日本の地域農業の一つの特徴は水稲灌漑
農業にあり、水資源は集落内、集落間の調整
をとおして維持されていた。個々の農家は経
営体として私的利害を追求するにしても、集
落を媒介にしてしか水を利用することがで
きなかったからである。集落は、水という生
産と生活に不可欠な稀少な資源を共同で獲
得し、配分し管理する基本的な単位組織であ
った。水管理は、土地改良区などの地区レベ
ルの管理と、水利組合などの集落レベルの管
理の階層性のもとで行われてきた。しかし、
農業生産技術の変化で、個別に管理できるよ
うになれば、共同する必要はなくなる。大型
圃場整備、農地の大規模化・集約化、大型機
械の導入で、均質な小規模農家とその共同の
システムの解体が進んでいる。何を共同で行
い、何と個別で行うのか。地域資源の利用や
管理のルール、慣習は存続するのか。現代の
農村社会では、何を基盤としてコミュニティ
が形成され、地域資源の維持管理を行うのか。 
 松阪市では、平成の大合併で、2005 年に旧
松阪市、飯高町、飯南町、嬉野町、三雲町と
合併したが、その時以降、小学校区を単位に
して、住民協議会が設立されはじめ、現在は
全市すべて４３地区に設立されている。地方
分権化のもとで、このようなコミュニティ組
織は、単なる行政のコストダウンだけでなく、
地域独自の創意工夫が可能になること、迅速
でキメ細やかな公共サービスを柔軟に供給
できること、受益と負担の関係を可視化し、
フリーライダーを防ぐことができることで
優れており、都市内分権として全国的に注目
されている。理論として、市場の失敗、政府
の失敗からコミュニティにおける多様な主
体のネットワークへの移行を論ずるコミュ
ニティ・ガバナンス論を参照し、ヒアリング
調査により松阪市の住民協議会の活動を位
置づけ、コミュニティ組織が地域資源管理の
機能を果たすことができるかどうかを検証
した。 
 公開されている統計データから、農業構造
の違い、ＧＩＳで松阪市の土地利用のあり方
を分析するともに、農業のあり方の違いがコ
ミュニティ活動や地域住民組織のあり方に
どのような影響を及ぼすのか、検証するため
に、アンケート調査を実施した。三重県松阪
市の田園地帯（平坦地）の２地区（阿坂、機



殿）、中心部の１地区（松阪中央）の計 3 地
区（小学校区）を選び、住民向けのアンケー
ト調査を実施した。 
 
・調査対象者：阿坂、機殿、松阪中央のエリ
アの２０歳以上の住民  
・抽出方法：選挙人名簿から、無作為抽出（系
統抽出法）で、阿坂 288 人、機殿 124 人、松
阪中央 323 人を抽出し、調査票を郵送で配布
し、郵送で回収した。 
・調査時期：2016 年 2月 
・回収数  450  
阿坂 165 機殿  124 松阪中央  147 
地区不明 14 
 
ここで心部の地区を選んだのは、地方都市
の中心市街地でも人口減少、空洞化が進んで
おり、空き地や空き家の増大が問題になって
いるからであり、農村地区の社会関係と地域
組織との違いを比較するためである。このア
ンケート調査のねらいは、各地区の地域活動
への参加状況、地域のつながり＝社会関係資
本の構造を明らかにし、それらが住民のまち
づくりや地域資源の維持管理にどのような
効果をもたらすのかを検証することにある。
また、農村地域では圃場整備などのハードな
基盤整備を進めてきたが、持続可能であるた
めには、育くむためのソフトな地域活動や利
用ルールが重要であり、地域資源の利用と維
持管理をマネジメントする組織として住民
協議会（まちづくり協議会）を位置づけ、漕
代、朝見、機殿、阿坂、地域住民協議会の会
長などのリーダーにヒアリング調査を実施
し、その活動内容を調査した。 
 また、グローバリゼーションのもとで、農
業・農村の衰退、空洞化が進む現状で、農村
開発のパターンを類型化するために、6 次産
業化を推進している長野県小布施町、都市と
農村の共生、産直、環境や景観に配慮したま
ちづくりを進める岩手県紫波町の取り組み、
愛媛県西条市の農業特区で企業の新規参入
を図っている取り組み、黒部川からの農業用
水で稲作地帯を形成し、最近はジオパークで
エコミュージアムを目指している黒部川扇
状地の農業地域の取り組みを参考にした。 
 
４．研究成果 
 
松阪市でも、農村の人口減少・高齢化や、
農地の流動化も進んでいる。新たな担い手へ
の農地集積や規模拡大により、担い手農家・
農業生産法人と土地持ち非農家の二極化・階
層化が進んでいる。質問紙調査の自由回答で
は、都市周辺部の地域の課題としては、バス
などの公共交通がなく、車がないと生活でき
ないこと、若い時は問題ないが、高齢になっ
た時に買い物が不便になるなどの不安の声
もあった。中心市街地でも、駅前と商店街が
衰退しているが、再開発もできず、スーパー
などの商業施設がないことが問題になって

いる。 
 まず地域の共同活動を規定する要因を分
析した。表 1は地域の共同活動を従属変数と
して、性別、生活満足度、地域の信頼度、農
家・非農家、年齢を独立変数として重回帰分
析を行った結果である。ここで興味深い結果
は以下のことである。「集会所や神社の掃除」
「畦畔管理や水路の出合」「伝統行事・芸能
の継承」「お葬式の手伝い」「防犯・防災活動」
「地域の交流イベント」のすべての活動で、
農家であることが影響を及ぼしている。この
ことは、農家の割合が低くなれば、いくつか
の地域資源を保全する共同活動が困難にな
ることを示している。「集会所や神社の掃除」
と「お葬式の手伝い」では年齢が影響してい
る。「地域の交流イベント」では生活満足度
が影響している。生活の満足度の高い人は、
地域の交流イベントに積極的に参加してい
ることを示している。 
表１ 

 
 定住意思を規定する要因としては、生活満
足度、地域の信頼があることも確認された
（表 2）。生活満足度の高さと定住意思とは相
関関係があった（r=.28、1％水準）。全体の
生活満足度を従属変数とした重回帰分析の
結果、全体としての生活満足度に影響をおぼ
しているのは、地域住民との交流であり、生
活環境、自然環境、仕事の順であった（表 3）。
生活満足度において地域住民との交流が重
要であることが確認された。生活満足度と地
域の信頼度とには関連がある。 
表２            表３ 

 
 
 
 
生活満足度を職業別でみると、相対的には、
農林自営が高く、パートが低かった。 
 全体しての満足度では地区間に統計的な
有意差はなかった。「生活環境」と「自然環
境」の満足度では、地区間の平均値の差が有
意で（p<.05、p<.001）、生活環境では、松阪
中央、阿坂、機殿の順で満足度が高く、自然

お葬式の手伝い 防犯・防災活動

説明変数 β β β β β β

男性ダミー .178 ** .268 ** .094 .151 * .101 * .062

満足度 .055 .012 .067 -.027 .095 .222 **

地域の信頼 .082 .061 .026 .118 * -.004 .010

農家ダミー .242 ** .274 ** .193 ** .394 ** .337 ** .192 **

年齢 .167 ** .032 .037 .170 ** .076 .082

R2 .164 .181 .063 .260 .156 .110

Adj,R2 .152 .169 .049 .249 .144 .097

N

地域の交流イ
ベント

畦畔管理や
水路の出合

伝統行事・芸能
の継承

集会所や神
社の掃除

定住意思

説明変数 β

生活満足 .173 **

地域の信頼 .268 **

R2 .140 **

Adj,R2 .136 **

説明変数 β

生活環境 .300 **

自然環境 .115 **

仕事 .234 **

地域住民と
の交流

.404 **

R2 .698

Adj,R2 .695

生活満足



環境では、阿坂、機殿、松阪中央の順で満足
度が高かった。「地域住民の交流」の満足度
では、阿坂は、機殿よりも生活満足度が高か
った。地域の信頼度でも地区間で平均値の差
が有意であり（p<.01）、阿坂、松阪中央、機
殿の順で信頼度が高かった(図 1)。これは、
阿坂の方が農業経営での階層差が小さく、農
家の同質性が強い結果であるかもしれない。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 自治会への参加度の地区間の比較では、分
散分析の結果、機殿の平均値が一番高く、阿
坂、松阪中央の順になっている。阿坂と松阪
中央、機殿と松阪中央の間の平均値の差が
5％水準の有意で、機殿と阿坂との間の平均
値の差が 10％水準の有意である。そのほか、
集団への参加度で地区間に有意差があった
のは、消防団、農業関係団体であり、機殿、
阿坂、松阪中央の順で、参加度が高かった。 
 地域の宝（資源）では、全体としては「神
社・お寺」の回答がもっとも多く、伊勢神宮
が近くにあり、城下町であったことなど、松
阪市が歴史的なまちであることを示してい
る。地域課題としては、全体としては「人口
減少」がもっとも高く、人口減少をもっとも
危機として認識しているといえる。課題解決
の主体では、阿坂では「地域住民」と回答し
た割合が、松阪中央では、「行政」と回答し
た割合が多少高かったが、統計的有意差はな
かった。住民協議会の認知度では、地区間に
有意差があり、機殿、阿坂と比較して、松阪
中央が低い。農村部の方が地域情報が知れ渡
っていると言える。住民協議会に期待する活
動としては、阿坂では、防災、防犯、福祉、
自然環境の保全、歴史文化、機殿では、防災、
福祉、防犯、松阪中央では、防災、防犯、福
祉、歴史文化の回答が高かった。コミュニテ
ィ活動として防災への期待の高さが確認さ
れた。 
 地域住民の構成が多様化し、住民のニーズ
も多様化するなかで、松阪市の住民協議会は、
これまでのコミュニティとは異なる新しい
コミュニティとして位置づけられる。松阪市
の前市長山中氏によれば、それは行政の末端
組織、下請け組織ではなくて、住民が汗を流
すのと同様に「創るプロセス」において行政
もともに汗を流す。松阪市では、住民協議会
の役割としては、地域内のネットワーク、地
域課題の解決、行政と住民との協働をあげて
いる（住民協議会運営マニュアル）。松阪市
の住民協議会は小学校区を単位とし、その特
徴は、補助金の一括交付金化により、住民協
議会に予算の配分権限を認めていること、住

民協議会が地域計画を策定し、それにそって
予算を執行すること、議事録、予算をインタ
ーネットで公開することで透明性を高めて
いることである。 
 松阪市の住民協議会の事業活動は、課題別
の部会を構成しているが、その構成内容は地
区ごとに異なっている。機殿では、農業振興
部会、健康福祉部会、環境・エコ推進部会か
らなる。阿坂は、生活環境、防災防犯、教育
文化、健康福祉、広報部会からなる。松阪中
央では、安全安心、健康福祉、まちづくり、
自治部会、公民館部会からなる。機殿地区で
は、櫛田川右岸堤防のゴミ収集活動や、小学
生の田植え体験を実施しており、これまでの
自治会を単位した活動とは異なる新しい活
動をはじめており、コミュニティへの関心を
高める活動としてとらえられる。このように
多くの住民協議会では、清掃など、地域資源
の維持活動を行っていることは注目される。
防災活動などの地域イベントは、コミュニテ
ィの交流、つながりを形成するうえで重要な
役割を果たすであろう。 
 住民協議会と自治会との関係では、住民に
とっての二重の負担と役割分担の問題があ
る。住民協議会という新しいコミュニティ組
織は、イベントや地域住民の交流など新しい
事業を企画することなどイノベーションに
適しているが、自治会は日常の慣例な活動を
担い、実働部隊として重要な役割を果たして
おり、住民協議会は自治会の活動を基盤にし
ている。 
また、アンケート調査の自由回答では、市
街化調整区域と農振地域に指定されている
ことで、自由に開発できないことへの不満も
一部住民にあった。このままでは農業の衰退
とともに地域も衰退してしまうという危機
感からである。農村では様々な地域活動や役
を引き受けなければならないことから若者
が流出するのではないかという考えから、し
きたりの見直し、地域活動の簡素化を求める
意見もあった。 
こうしたなかで地域課題の解決は、地域だ
けで行うには限界があることは言うまでも
ないが、市場や行政ではできない活動がある
ことも事実である。社会関係資本は、地域の
信頼、協力関係を生み出すつながり、ネット
ワークであり、行政を主体に同じ制度のもと
で社会インフラが整備されても、それがどの
ように利用され、維持されるかは社会関係資
本によって異なるからである。個（住民）が
勝手に行動していては良いまち並みは形成
されないし、行政が上から計画で規制しても
住民の協力を得られなければ、地域社会は持
続可能ではない。地域の魅力を高める、地域
の荒廃化を防ぐためには、コミュニティによ
る資源の維持管理は不可欠であるからであ
る。 
 農村地域にはこれまで圃場整備など基盤
整備に多くの補助金が投入されてきた。コミ
ュニティを分断させるものが、縦割り行政と



予算権限にあるとすれば、松阪市の補助金の
一括交付金化と住民協議会への予算権限の
委譲の試みはコミュニティの基盤を強化す
るものとして注目される。 
 
 以上、農村地域は現在でも用水管理、草刈
りなどの共同作業があり、都市部に比べて社
会関係資本が強いが、１）農業政策では縦割
り行政の構造が強く、福祉などの他の政策と
の横の連携が弱いこと、２）実際の地域の共
同活動は自治会（集落）を単位としており、
それとの連携が課題であること、３）社会関
係資本として地域住民の交流、地域の信頼が
生活満足度や定住意思に影響していること
が明らかになった。 
 今後の農業の方向としては、規模の経済に
よる大規模農業、6 次産業化などの付加価値
型農業、趣味型のライフスタイル農業が考え
られるが、農業の問題は、農業者だけでは解
決できない。農業は地域資源を活用する産業
であり、販売のノウハウなど企業との連携が
必要であり、縦割りをこえて他の業種や組織
と連携しなければ解決できない。縦割り行政
のもとで、規制により公共施設などを他用途
に転用できず、柔軟な利用を阻害している。
地域の課題の解決では、農業、環境、介護、
福祉と複合的に組み合わせていくことが求
められている。住民協議会が縦割りの事業を
克服し、このようなつながりを作り出す場に
なるかどうかである。住民協議会が地域資源
の管理を持続的に行うためには、非農業者を
含む住民が地域の資源に関心を持ち、地域に
愛着を持つことが必要である。景観や生態系
（生物多様性）に新たな市場価値を見いだす
ことができ、それが地域の産業と就労を生み
出したり、移住者の増加につながることにな
れば、地域資源の活用と保全が可能になるで
あろう。 
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